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＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

(b)－(a)

412,500 404,929 ▲ 7,571 368,630 ▲ 43,870 ▲ 36,299
カレンダーベース
市中発行額 1,551,000 1,545,000 ▲ 6,000 1,526,000 ▲ 25,000 ▲ 19,000

60,020 65,770 5,750 60,030 10 ▲ 5,740
第Ⅱ非価格
競争入札 44,700 68,793 24,093 43,800 ▲ 900 ▲ 24,993

352,480 339,159 ▲ 13,321 308,600 ▲ 43,880 ▲ 30,559 年度間調整分 83,688 25,820 ▲ 57,868 3,441 ▲ 80,247 ▲ 22,379

21,393 10,970 ▲ 10,423 28,625 7,232 17,655 1,679,388 1,639,613 ▲ 39,775 1,573,241 ▲ 106,147 ▲ 66,372

160,000 160,000 － 140,000 ▲ 20,000 ▲ 20,000 個人向け国債 21,000 24,000 3,000 21,000 － ▲ 3,000

1,221,495 1,200,714 ▲ 20,781 1,162,986 ▲ 58,509 ▲ 37,728 その他窓販 4,000 2,000 ▲ 2,000 2,000 ▲ 2,000 －

15,129 8,730 ▲ 6,398 5,218 ▲ 9,911 ▲ 3,513 25,000 26,000 1,000 23,000 ▲ 2,000 ▲ 3,000

1,815,388 1,776,613 ▲ 38,775 1,700,241 ▲ 115,147 ▲ 76,372 111,000 111,000 － 104,000 ▲ 7,000 ▲ 7,000

1,815,388 1,776,613 ▲ 38,775 1,700,241 ▲ 115,147 ▲ 76,372

各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の4月から翌年3月までの発行予定額の総額をいう。

年度間調整分とは、前倒債の発行や出納整理期間発行を通じた、前年度及び後年度との調整分をいう。

市中発行分　計

第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格等を発行価格とする、価格競争入札の結果公表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競争入札における各国債市場特別参加者の落札額
の15％を上限）。第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年債、30年債、20年債、10年債、5年債、2年債及び10年物価連動債）のカレンダーベース市中発行額の3.75％を計上している。

（注４）

国債発行総額

・　平成27年度の市中からの買入消却については、総額2兆円程度を上限に実施（具体的な実施方法は、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場の状況を見ながら決定）。
・　平成27年度における前倒債の発行限度額は32兆円。

借換債

合　　計

うち復興債分

（注１）

（注３）

（注２）

２７年度当初

個人向け販売分　計

公的部門（日銀乗換）

復興債

２６年度当初
区　　分 区　　分

建設国債

特例国債

新規国債

２７年度当初

平成２７年度国債発行予定額

財投債

２６年度当初２６年度補正後 ２６年度補正後

(b) (c)(a) (a) (c)－(b)(b) (c)(c)－(a) (c)－(b) (b)－(a) (c)－(a)

平成27年度国債発行予定額

1



＜カレンダーベース市中発行額＞

(b)－(a) (c)－(a) (c)－(b)

0.6 × 4 回 0.6 × 4 回

0.7 × 8 回 0.7 × 8 回

2.2 × 1 回 1.9 × 2 回 2.1 × 2 回

2.3 × 11 回 2.2 × 1 回 2.2 × 10 回

2.3 × 9 回

0.4 × 2 回

0.5 × 2 回

▲ 0.6 ▲ 2.5 ▲ 1.9

(注１)

(注２)

（注３）

（注４） 流動性供給入札の具体的な実施方法は、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場の状況を見ながら決定。

２６年度補正後 ２７年度当初

1年割引短期国債は減額する一方、新たに1年政府短期証券を発行することにより、両者を合わせた1年国庫短期証券としての総額は維持し、1回あたり2.5兆円の発行を予定している。
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　(1回あたり)

回１０年物価連動債 1.81.6

2.5

0.5

27.5

５年債 ×

40年債については、4月・6月・8月・10月・2月の発行を予定している。

１０年債 ×2.4

152.6

0.8流動性供給入札
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回 32.4
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0.2× 4 回 2.0
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×

回5×

28.8

2.0

× 12 ─         

2.5 12

回× 12

回 30.0

× 12

26.2 ▲ 1.3 ▲ 0.5

10年物価連動債については、5月・7月・11月・1月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

0.8 × 12 回

1.2

▲ 2.4

（単位：兆円）

平成27年度カレンダーベース市中発行額
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日本国債の平均償還年限

カレンダーベース（フロー）

（注1） 26年度までは実績。
（注2） 発行残高は普通国債残高のみ。

発行残高ベース（ストック）
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諸外国の市中発行国債の償還年限（ストックベース）

出所：ＯＥＣＤ、各国債務管理当局HPから財務省が試算 4
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足元の国債金利に基づくインプライド・フォワード・レート

6

（出所）財務省「国債金利情報」

（注）n年後の10年金利 　　　　は、以下の算式に基づき機械的に算出。

1.493%

10年 20年 30年 40年

0.308%

1.824%

1.063%
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1.365%
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【10年後の10年金利】

【20年後の10年金利】

【30年後の10年金利】



（出所）　内閣府「中長期の経済財政に関する試算」
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内閣府中長期試算における長期金利の推移

7



（注1）「銀行等」は、都市銀行等（都市銀行・新生銀行・あおぞら銀行・信託銀行）、地方銀行、ゆうちょ銀行、系統金融（農林中金・JA信連・信金中金・商工中金・全信組連・労金連）。
（注2）「生損保等」は、生命保険（生命保険協会加入全社）、かんぽ生命、JA共済、損害保険（大手3社）。
（注3）「年金」は、GPIF、国共済、地共済、私学共済、企業年金連合会（野村BPIにおける国内債券の構成比を下に試算）。
（注4）「海外」は、日銀「資金循環統計」のうち、短期債（利付債は残存期間が不明なため未計上）。
（出所）財務省、日銀、各社ディスクロージャー誌

国債の所有者別内訳（残存期間別）
＜2014年度末＞

260兆円 312兆円

203兆円 215兆円

40%

7%

29%

24%

18%

3%

21%31%

27%

31%

20%

12%

37% 6%

62%
14%

18%
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（注）「デュレーション長期化」は、国債のうち、短期・中期・長期債（残存10年以下）を超長期債（残存10年超）に入れ替えた金額。
（出所）財務省、日銀、生命保険協会、各社ディスクロージャー誌

生保の超長期債の消化状況と保険契約の動向
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銀行の貸出預金動向

出所：日本銀行
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国債市場の動向について

日米の長期金利の推移（平成26年９月～）日米中の株価推移（平成26年９月～）

出所：Bloomberg 出所：日本相互証券、Bloomberg
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出所：日本相互証券（単利）終値ベース

長期金利の推移（平成25年4月～）

0.10
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終値 0.310％

（単位：％）

4月18日

国債買入オペの見直し等

（日本銀行）

4月4日

量的・質的金融緩和

（日本銀行）

5月9日(夜間)

1ドル＝100円回復

4年1か月ぶり

4月4日

0.455％

4月11日・4月17日・5月29日・7月24日

市場参加者との意見交換会

（日本銀行）

5月30日

国債買入オペの見直し

（日本銀行）

5月29日 0.935％

（一時0.965％まで上昇）

4月5日

一時0.315％

まで低下

5月23日

一時1.000％

まで上昇

12月30日

0.735％

4月14日

出来値なし

5月29日、6月18日

国債買入オペの見直し

（日本銀行）

10月31日

量的・質的金融緩和の拡大

（日本銀行）

12月8日

市場参加者との意見交換会

（日本銀行）

1月20日

一時0.195％

まで低下

1月19日

0.200％

10月31日

0.450％

6月11日 0.535％

（一時0.545％まで上昇）

平成27年12月11日
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出所：日本証券業協会「公社債種類別店頭売買高」を基に作成 14



国債及び国庫短期証券の所有者別内訳の変化
(25年3月末→27年6月末)

一般政府

（除く公的年金）

226,823 

2.2%

財政融資資金

79 

0.0%

日本銀行

2,954,316 

28.5%

銀行等

3,126,757 

30.1%

生損保等

1,986,758 

19.2%

公的年金

527,834 

5.1%

年金基金

345,641 

3.3%

海外

954,278 

9.2%

家計

154,078 

1.5%

その他

96,205 

0.9%

出所：日本銀行 資金循環統計
（注１）「国債」は財投債を含む。
（注２）「銀行等」にはゆうちょ銀行、 「証券投資信託」及び「証券会社」を含む。
（注３）「生損保等」はかんぽ生命を含む。

合計 969兆5,335億円

（平成25年3月末（確報）） （平成27年6月末（速報））

（単位：億円）

合計 1,037兆2,769億円

一般政府

（除く公的年金）

151,798 

1.6%
財政融資資金

44,034 

0.5%日本銀行

1,278,814 

13.2%

銀行等

4,109,598 

42.4%
生損保等

1,924,930 

19.9%

公的年金

688,490 

7.1%

年金基金

328,132 

3.4%

海外

819,570 

8.5%

家計

242,126 

2.5%

その他

107,843 

1.1%

○国債発行残高は増加 ＋67.7兆円
‐ 日本銀行の保有額は増加 ＋167.6兆円
‐ 海外の保有額は増加 ＋13.5兆円
‐ 銀行等の保有額は減少 ▲98.3兆円
‐ 公的年金の保有額は減少 ▲16.1兆円
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